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学校林保有校の管理・利用状況の変化 
 

〇奥山洋一郎、枚田邦宏、廣末侑己（鹿大・農） 
背景・目的 
学校教育における森林教育を考えたときに、学校林の存在は最も身近で有力なものである。学
校林に関しては、個別の事例研究のほかに国土緑化推進機構による学校林現況調査がある。5年
に一度日本全国の小・中学校、高校に学校林についての調査表（学校林の面積や立地、利用の有
無、利用内容、利用する上での問題点、外部の支援の有無などを回答するもの）を送付し取りま
とめたものである。本研究では、学校林利用における近年の個別の動向を分析し、学校林を取り
巻く環境を明らかにする。 
 
方法  
2001 年、2006 年、2011 年、2016 年の計 4回分の学校林現況調査の個票データを接続する作
業を行う。具体的には 2001 年度に存在していた学校林が 2006 年以降の調査時にも存続してい
るのか、学校名や所在地等の情報から各年のデータに接続する。対象の学校林数は、2001 年に
4479 箇所、2006 年に 4059 箇所、2011 年に 3440 箇所、2016 年に 3290 箇所であった。 
 
結果 
 2001 年から 2016 年まで継続して所有されていた学校林数は 2073 箇所であった。表-1 は
2001 年と 2016 年の利用状況の変化と学校林の特徴を示している。2001 年から 2016 年にかけ
て継続して利用されている学校林(A)はもともと教科教育のために設置され、学校との距離が近
く多様な樹種であった。教育利用しやすい条件が整っているといえるが、安全管理の問題点があ
ることが分かった。逆に近年利用されなくなった学校林(B)はもともと基本財産の目的で遠隔地
に設置され、樹種がスギに偏っているなど教育利用をしにくい条件の学校林が多かった。2001
年には利用されておらず 2016 年時点で利用されるようになった学校林(C)は、(B)の学校林に似
た特徴を持っていた。 
 
考察 
都市部では、学校林の利用や利用支援を受ける動きがあることが分かった。その反面、農山村に
おいて学校林を新たに利用する動きが都市部ほどは見られなかった。都市部と農山村は利用の
しやすさや地域社会などの環境が大きく異なっているケースが多いが、都市部の利用支援の拡
大を農山村にも波及させることが望ましい。地域の林業団体やNPO法人等のネットワークを活
用し、それぞれの地域に適した支援団体と学校林をつなげることが有効な策となると考える。 

 
（連絡先：奥山洋一郎  okuyama416@sa2.so-net.ne.jp） 
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(1) 2004 ―
― 56 4 393 409  
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